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１ 監査実施年月日及び対象部署 

 

実施年月日 実施場所  監 査 対 象 部 署  

９月２９日 (水) 
監査委員 

事務局 
会計課、治田財産区、監査委員事務局 

９月３０日（木) 北勢庁舎 水道部〔水道総務課、水道工務課、下水道課〕 

１０月５日(火) 
監査委員 

事務局 

総務部 〔総務課、業務課、防災課、管財課、 

契約監理課、職員課、納税課、市民税課、 

資産税課〕 

１０月６日(水) 
監査委員 

事務局 

国体推進室 

市民部 〔市民課、（員弁支所、大安支所、藤原支所） 

保険年金課〕 

教育委員会事務局 〔自然学習室、生涯学習課、 

教育総務課、学校教育課〕 

１０月８日(金) 
監査委員 

事務局 

環境部 〔環境政策課、環境衛生課〕 

農業委員会事務局 

農林商工部 〔農林課、獣害対策課、商工観光課〕 

１０月１１日(月) 
監査委員 

事務局 

議会事務局 〔庶務課、議事課、〕 

健康こども部 〔児童福祉課、保育課、家庭児童相談室、 

健康推進課、発達支援課〕 

１０月１２日(火) 
監査委員 

事務局 

企画部 〔広報秘書課、市民活動室、法務情報課、 

  政策課、財政課〕 

１０月１４日(木) 
監査委員 

事務局 

建設部 〔管理課、高速道路対策課、建設課〕 

都市整備部 〔都市整備課、交通政策課、住宅課〕 

会計管理者手持ち現金(つり銭)資金検査 

18 日 市民課各支所 

１０月１５日(金) 
監査委員 

事務局 

福祉部 〔人権福祉課、社会福祉課、長寿福祉課、 

介護保険課〕 

※監査日程終了後、審査期間あり。 
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２ 監査の種類 

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づく定期監査 

 

３ 監査の対象 

令和３年度の予算に係る財務及び事務事業等 

 

４ 監査の方法 

所管事務・事務事業の実施状況について、あらかじめ提出を求めた資料に基づき、各

所属長及び担当職員から、職員の配置・時間外勤務・時間外勤務の状況、予算の執行状

況、事務事業の管理・運営、契約及び工事等の関係諸帳簿・証書類などの説明を受ける

方法で監査を実施した。 

 

５ 監査の主眼 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が適法、適正かつ効率的に行なわ

れているか。事務事業の執行は、法令等に従って適正に行われているか。行政全般の運

営、住民福祉の増進に最小経費で最大効果をあげるため、組織・運営の合理化が図られ、

正確性・有効性が生かされているか、を主眼とした。 

 

(１) 予算の執行状況については、収入の処理が適正か、支出は経済的、効果的に行われ

ているか。違法・不当な会計処理はないか。 

(２) 財産の管理業務については、その取得、管理及び処分が適正に行われ、かつ効率的

に運用されているか。 

(３) 物品の管理業務については、その購入、維持管理が適正に行われ、かつ効率的に活

用されているか。 

(４) 工事の執行状況については、設計、入札、契約、施工、検査、検収等が正しく行わ

れているか。 

(５) その他事務事業の執行状況については、計画的、効率的に行われ、初期目的の成果

を収めているか。 

 

６ 監査の結果 

予算の執行及び経理事務については、提出された関係諸帳簿、書類等を照合検査した

ところ、おおむね良好に事務処理がなされていると認められた。 

なお、監査の結果は次の共通事項に述べるとおりであるが、監査時に気付いた事務処

理上の簡易な事項については、その都度口頭で指摘し、改善を必要とする問題について

は積極的に対応するよう指導した。  
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〔共通事項〕 

（１）予算の執行及び経理状況について 

財務に関する事務は、全体として計画的、効果的に執行されていると認められた。 

事業縮減等で予算が余ることが見込まれても使い切るのではなく、今後の厳しい財

政状況に対応できるよう効果的な予算執行を心がけられたい。 

特に、新型コロナウイルスの感染症の影響に伴う市民活動や経済活動に生じる制約

により、市の財政に与える影響が見通せない中で、国の施策や動向に注視し限られた

財源を最大限有効活用するなど、必要な行政サービスの水準を確保するとともにポス

トコロナを見据えた財政運営の取組みに期待する。 

また、委託料及び補助金は、年度末の清算ののち決算審査で確認を予定している。 

 

（２）事務委託について 

事務の効率的、合理的な運用を図るため、委託を行う業務は多岐に及んでいるが、

委託することの効果を充分精査されたい。 

契約については、随意契約を行っている例が少なからず存在する。競争入札を行わ

ない随意契約は、地方自治法施行令第１６７条の２第１項の各号に該当する場合に限

って実施できるものである。随意契約による場合は、客観的理由と法的根拠を起案文

書にして決裁を受け、割高な価格契約にならぬよう、見積書の内容について充分検討

した価格交渉を行ない契約額の適正化に努められたい。 

また、業務委託の仕様内容及び履行状況は、担当者だけでなく所属長も明確に把握

しておくことが必要である。 

 

（３）負担金補助及び交付金について 

補助金については、市民等の取組みを市が援助することで自立した活動を推進す 

るものである。担当部門は、補助対象事業の繰越額に補助金が含まれていないか、目

的を達成しているか、不合理な支出が含まれていないか精査することで、長期化、固

定化による市民や団体の自助努力が希薄にならぬよう交付基準に沿った指導を図ら

れたい。 

 

（４）職員の勤務状況について 

時間外勤務において、過重な時間外勤務は解消されつつある。人件費の抑制と働き

方改革を推進するためにも、所属長は職務状況を把握し、仕事配分の具体的な取組み

において時間外勤務の縮減を進められたい。また、職員の時間外勤務が多い部門長及

び所属長はその対策を講ぜられたい。 

次に、年次有給休暇において、職員間で取得日数に格差のあることが散見される。

該当する部門長及び所属長はその是正に努められたい。 

出向中の職員においても、該当する部門長及び所属長は時間外勤務及び年次有給休

暇の把握と勤務体制の配慮に努められたい。 

今後は、いなべ市定員適正化計画の達成に取り組まれることを期待する。 
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（５）会計管理者手持ち現金（つり銭）の取扱いについて 

各課で手持ち現金（つり銭）を保管し取扱う機関  

市民課、市民課各支所、納税課、都市整備課、保険年金課、環境政策課、介護保

険課、健康推進課、会計課 

収納金の主なものは、手数料、複写代、税、使用料である。監査対象の部課員の

立会いのもと、手提げ金庫及び受領印、保管金庫の検査を行なった。各部課とも集

計金額及び収納件数を常に確認し、現金は手提げ金庫に保管し、時間外は会計課の

金庫（又は施錠できる場所）に収納している旨の説明を受けた。各部課とも取扱い

及び現金の保管は適正に行われていた。 

また、市民課各支所の手持ち現金については、現地検査を行い、管理も適正に行わ

れていた。引き続き管理の徹底に努められたい。 

また、市民課各支所の窓口業務縮小に伴い手持ち現金の減額も今後の検討課題とされた

い。 

 

 

各 機 関 に お け る 所 見 

職員数 令和３年８月 31 日現在 職員配置図（職員課)参照。 

（派遣職員及び育児休業中職員は職員数に含んでおります。また、企業人派遣は表記してお

りません。） 

 

 

【 議  会  事  務  局 】 

 

議会事務局における予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実施

したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。議会事務局の職員数、業務

及び所見は、次のとおりである。 

《庶務課》 職員数 課長含め４名（内、兼任１名） 

《議事課》 職員数 事務局長を含め４名（内、兼任１名） 

市議会庶務全般（庶務課）、市議会議事全般（議事課）、各委員会の運営及び議員の処遇、

市議会広報誌等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 監 査 委 員 事 務 局 】 

監査委員事務局における予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を

実施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。監査委員事務局の職員
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数、業務及び所見は、次のとおりである。 

 

《監査課》 職員数 事務局長を含め２名  

監査委員が実施する定期監査、随時監査、例月出納検査、決算審査、財政健全化審査、住

民監査請求等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 企   画   部 】 

 

企画部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実

施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業務及び

所見は、次のとおりである。 

 

《広報秘書課》 

職員数 部長及び次長兼課長を含め１１名（内、次長兼課長は市民活動室長及び法務情報

課長兼任、他兼任３名） 会計年度任用職員２名 

広報(広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、テレビ事業、ラジオ放送事業等)、記者会見及びプ

レスリリース、統計調査全般、市長・副市長の秘書、渉外、栄典、広聴（自治会要望、市民

の声）等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《市民活動室》 

職員数 室長を含め３名（内、室長は次長兼広報秘書課長及び法務情報課長兼任、他兼任

２名）  

市民活動団体との連絡・調整、市民活動団体等のネットワークの構築、市民活動団体の活

動内容の紹介等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《政策課》 

職員数 課長を含め６名(内、課長は財政課長兼任 他兼任１名、派遣１名 桑名・員弁広

域連合)   会計年度任用職員１名 

政策の調整全般、総合計画、行政改革、行政評価、地方創生、定住自立圏構想、元気みら

い都市の推進、外部人材の活用(地域おこし協力隊等)等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《財政課》 

職員数 課長を含め５名(内、課長は政策課長兼任、派遣１名 三重県) 
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市の財政計画及び見通し、予算の編成及び調整、財政状況及び財政健全化指標の公表、市

債の管理、各種交付金、決算状況、公会計改革等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《法務情報課》 

職員数 次長兼課長を含め８名 （内、次長兼課長は広報秘書課長及び市民活動室長兼任）  

会計年度任用職員１名 

市例規集制定改廃審査、議案調整、情報公開、個人情報保護、法律相談、行政争訟、文書

管理（ファイリング）システム、保存文書の再整理等に関する業務を行っている。 

住民情報処理システム及び庁内情報処理システムの構築、機器の改修及び更新管理、情報

セキュリティの確保、既存システム改修・更新等、小・中学校システム保守管理等に関する

業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 総   務   部 】 

 

総務部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実

施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業務及び

所見は、次のとおりである。 

 

《総務課》 

職員数 部長及び課長を含め９名（内、兼任３名）  会計年度任用職員１名  

自治会の調整、選挙事務及び選挙管理委員会との調整、防犯灯整備、地縁団体設立相談、

自治会配布物、庁舎警備及び宿日直等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《治田財産区》 

職員数 財産区特命監（市民部次長兼任）を含め３名  会計年度任用職員２名  

財産区の財産の管理、議会運営及び所有物件の管理運営に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《業務課》 

職員数 課長を含め５名（内、兼任１名）  

依頼業務全般 各課の業務支援 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 
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《防災課》 

職員数 課長を含め９名（内、兼任３名） 

防災及び消防団に関する業務、災害対策本部及び災害伝達システムの運営、自主防災組織

の育成及び消防訓練支援、常備消防事務委託、防災無線事業、防災拠点施設整備等に関する

業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない 

 

《管財課》 

職員数 次長兼課長を含め１１名（内、兼任５名） 会計年度任用職員５名 

公有財産・物品の取得・管理・処分、普通財産の管理、指定管理者選定、庁舎管理、旧庁

舎の管理に関する業務等(清掃、保守点検、環境整備、使用許可、賃貸)、市有財産の保険業

務、公用車の管理、庁舎備品管理及び新型コロナ対策関連物品の調達に関する業務を行って

いる。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《契約監理課》 

職員数 課長を含め６名（内、兼任５名） 

入札及び契約の監理に関すること、一般競争入札の執行に関すること、入札参加資格審査

会に関すること、公共工事の発注見通しの公表、建設工事、測量、建設コンサルタントの業

務等の検査 (工事・役務・物品の検査並びに検収)に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《職員課》 

職員数 課長を含め９名 

職員の人事（給与、任用、服務、定数、採用等）、勤務管理、職員研修、福利厚生（共済、

退職手当、互助会、職員の健康管理、安全衛生管理、公務災害補償等）、会計年度任用職員

業務(社会保険、厚生年金)、職員表彰、人事評価、職員のための新型コロナ対策及び執務改

善の取り組み等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《納税課》 

職員数 課長を含め９名(内、派遣１名 三重地方税管理回収機構)  

会計年度任用職員２名 

税務政策、市税の収納全般・徴収全般、滞納処分全般、税務資料及び統計、三重地方税管

理回収機構との連絡調整等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《市民税課》 

職員数 課長を含め１０名(内、育休者２名)  会計年度任用職員２名 
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個人市民税(給与特徴・普徴・年金特徴）・法人市民税の調定及び賦課、軽自動車税・諸税

の調定及び賦課、自動車臨時運行許可等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《資産税課》 

職員数 課長を含め６名  会計年度任用職員２名  

土地及び家屋の評価、所在不明者調査、地番図及び家屋図等デジタルデータ作成業務、標

準宅地鑑定評価業務、固定資産税（土地・家屋・償却資産）の調定及び賦課に関する業務を

行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 都 市 整 備 部 】 

 

都市整備部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査

を実施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業務

及び所見は、次のとおりである。 

 

《都市整備課》 

職員数 部長及び次長兼課長を含め５名  会計年度任用職員１名 

企業誘致、地域振興、都市計画、建築・開発指導、都市公園管理、員弁土地開発公社事務

局等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《交通政策課》 

職員数 課長を含め４名(内、派遣１名 北勢線対策室)   会計年度任用職員１名  

交通施策（福祉バスによる交通困難者の生活交通手段の確保及び三岐鉄道の安定運行に対

する支援等）に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《住宅課》 

職員数 課長を含め３名 会計年度任用職員１名 

市営住宅の維持管理及び家賃徴収並びに譲渡、住宅新築資金等貸付金回収等、空き家を活

用した移住促進、木造住宅耐震補助に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 
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【 市   民   部 】 

 

市民部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実

施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業務及び

所見は、次のとおりである。 

 

《市民課》 

職員数 部長、次長及び次長兼課長を含め１２名(内、次長は財産区特命監兼任、育休者

１名) 会計年度任用職員６名 

戸籍事務、住民基本台帳事務、印鑑登録事務、住基ネット全般（個人番号カード含む）、

マイナポイント活用促進プレミアムポイント付与事業、外国人の在留関連事務、身元身分照

会回答、犯歴事務、埋火葬許可、人口動態、各種郵送請求事務等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《市民課員弁支所》 

職員数 支所長を含め３名(内、育休者１名) 会計年度任用職員２名 

《市民課大安支所》 

職員数 支所長を含め２名 会計年度任用職員３名  

《市民課藤原支所》 

職員数 次長兼支所長を含め２名 会計年度任用職員２名 

各支所は、窓口業務（諸証明発行）を行っている。 

 

《保険年金課》 

職員数 課長を含め１１名(内、派遣１名 三重県後期高齢者医療広域連合)  

会計年度任用職員４名 

国民健康保険法による国民健康保険事業の総合的企画及び運営、国民健康保険(税)料の賦

課徴収業務、国保運営協議会、国保診療明細内容点検、国保特定健診、国民年金、障害年金、

後期高齢者医療全般、福祉医療(資格・給付)等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 環   境   部 】 

 

環境部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実

施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業務及び

所見は、次のとおりである。 
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《環境政策課》 

職員数 部長及び課長を含め４名 会計年度任用職員５名 

環境保全に係る企画及び調整、環境計画、公害防止関係法令に基づく届出受理、公害防止

協定、環境パトロール巡回及び啓発、生活環境に関する苦情の受付及び処理、北勢斎場の運

営及び管理等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《環境衛生課》 

職員数 課長を含め１０名  会計年度任用職員２３名 

施設管理及び一般廃棄物処理業務(あじさいクリーンセンター、員弁リサイクルセンター、

大安粗大ごみ場、北勢粗大ごみ場、藤原粗大ごみ場）、各施設の新型コロナウイルス感染予

防対策に関すること、一般家庭の廃棄物の収集、ごみ減量化の推進、ごみ袋の販売、あじさ

いクリーンセンターの運営及び維持管理等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 福   祉   部 】 

 

福祉部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実

施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業務及び

所見は、次のとおりである。 

 

《人権福祉課》 

職員数 部長及び課長を含め６名 (内、派遣１名 市社会福祉協議会、 休職者１名) 

 会計年度任用職員３名   

市地域福祉計画策定業務、人権啓発事業の企画・調整、保護司会及び更生保護女性会に関

すること、人権機関「メシェレいなべ」の支援、男女共同参画事業の企画・調整、自殺対策

緊急強化事業、人権擁護及び人権相談、社会福祉法人の認可及び指導監査、社会福祉協議会

の支援、戦没者遺族援護業務、福祉資金の徴収業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《社会福祉課》 

職員数 課長を含め９名 (内、派遣１名 市社会福祉協議会) 会計年度任用職員３名 

生活保護法に基づく保護の相談・調査・決定及び生活指導、生活困窮者への自立・就労・

住宅の支援、行旅病人事業、障がい者福祉計画策定業務、障害者施設指定管理業務（山郷重

度障害者生活支援センター、市障害者活動支援センター、オレンジ工房、篠立きのこ園）、

施設の新型コロナウイルス感染症対策に関すること、ひきこもり支援事業に関する業務を行

っている。 



11 

 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《長寿福祉課》 

職員数 次長兼課長を含め８名(内、育休者１名)  会計年度任用職員４名 

高齢者福祉施策全般の企画立案・調整、介護予防・日常生活支援総合事業、生活支援体制

整備事業（福祉委員会）、高齢者虐待防止・権利擁護、敬老事業、認知症総合支援事業、在

宅医療・介護連携推進事業、地域包括支援センターの運営、高齢者施設等の整備及び保守管

理等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《介護保険課》 

職員数 課長を含め８名(内、育休者３名)  会計年度任用職員８名   

介護保険法における介護保険事業の総合的企画及び運営、介護保険事業適正化事業(ケー

ス検討他)、介護保険料の賦課徴収及び還付、介護認定審査会に関すること、訪問認定調査、

介護サービス相談、介護サービス給付事業、介護予防サービス給付事業、居宅介護支援事業

所の指導及び監査等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 健 康 こ ど も 部 】 
 

健康こども部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検

査を実施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業

務及び所見は、次のとおりである。 

 

《児童福祉課》 

職員数 部長及び課長を含め７名（内、兼任１名） 会計年度任用職員４名 

児童福祉全般の企画立案及び調整、児童手当、児童扶養手当、ひとり親世帯臨時特別給付

金事業、結婚応援事業、児童センターの管理、子育て支援センターの運営管理、子育て支援

委託事業、各センターの新型コロナ対策等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《保育課》 

職員数 課長を含め６名（内、兼任１名） 会計年度任用職員５名 

公立保育園の運営及び管理、公立保育園の修繕、保育園の入園及び保育料徴収事務、私立

保育園運営支援、特別支援保育等に関する業務、保育園の新型コロナ対策等に関する業務を

行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 
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《家庭児童相談室》 

職員数 課長を含め６名(内、育休者１名)  会計年度任用職員２名  

児童に関する相談、ＤＶや女性が抱える悩みの相談、学校及び児童相談所など関係機関と

の連携調整、要保護児童等対策地域協議会に関すること、全国情報共有システムの導入に関

すること等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《健康推進課》 

職員数 課長を含め１８名(内、兼任１名、育休者２名) 会計年度任用職員２名   

救急医療体制整備事業、保健師業務、栄養士業務、新型コロナ対策に関すること、各種予

防接種、新型コロナウイルスワクチン接種事業、献血、母子保健事業(妊婦検診他)、各総合

健康診断等委託(がん検診他)、健康増進事業委託（元気クラブいなべ）、狂犬病予防接種及

び畜犬登録等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《発達支援課》 

職員数 課長を含め８名(内、課長は健康推進課兼任及び学校教育課参事併任、他併任５

名、兼任１名) 会計年度任用職員５名    

保育園及び小・中学校と連携を取りながら、児童の発達の検査・指導・助言及び発達支援・

療育支援を行ってほか、就学相談、教育相談等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 農 林 商 工 部 】 

 

農林商工部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査

を実施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業務

及び所見は、次のとおりである。 

 

《農林課》 

職員数 部長及び次長兼課長を含め１０名（内、併任２名、育休者１名） 会計年度任用

職員１名 

農家組合の育成と集落営農の推進、米の生産調整、農業振興地域整備計画、地産地消及び

農業関係団体育成、薬用植物栽培技術確立事業、三重いなべ和牛畜産事業、林業振興、土地

改良事業に関すること、ため池耐震点検地質調査業務、多面的機能支払交付金、中山間地域

等直接支払制度、農業基盤整備事業(補助事業及び単独事業)、災害復旧工事、農道台帳の整

備、三重用水等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 
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《獣害対策課》 

職員数 次長兼課長を含め３名 会計年度任用職員７名 

農作物への有害鳥獣対策（狩猟関係団体と連携した駆除を含む）、電気柵等設置に関する

こと、ジビエ生産施設、農業関係施設（うりぼう・ふじのいち・夢かなえ荘・フラワーセン

ター）の運営と施設管理、農産物のブランド化の推進、そば祭り、農業生産組織の育成、獣

害対策パトロール・緩衡帯整備事業等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《商工観光課》 

職員数 課長を含め１１名（内、兼任１名、派遣３名  一財）ほくせいふれあい財団及び

一社）グリーンクリエイティブいなべ)  会計年度任用職員２名 

商業・工業の振興、消費者相談、勤労者福祉、グリーンクリエイティブいなべ推進事業(に

ぎわい創出業務他)、野遊び推進事業(野遊びＳＤＧｓ拠点施設設計業務他)、観光宣伝、観

光施設の整備及び誘致、指定管理業務（ウッドヘッド三重、青川峡キャンピングパーク・阿

下喜温泉・農業公園）、観光施設整備事業（宇賀渓)、ふるさと納税委託事業等に関する業務

を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 農 業 委 員 会 事 務 局 】 
 

農業委員会事務局における予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査

を実施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。農業委員会事務局の

職員数、業務及び所見は、次のとおりである。 

 

職員数 事務局長を含め５名（内、併任２名、育休者１名） 

農業委員会の庶務、農地法申請書類受付及び内容審査、農地基本台帳整備、農業者年金、

農業振興地域制度に関すること、農業経営基盤強化促進法に関すること、農地情報システム

の更新に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 建   設   部 】 

 

建設部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実

施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、業務及び

所見は、次のとおりである。 
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《管理課》 

職員数 部長及び課長を含め６名  会計年度任用職員１名 

道路・河川法及び法定外公共物に関する許認可事務、地籍調査、境界立会い、登記及び未登

記処理、道路台帳補正事務、交通安全啓発、簡易パーキング維持管理等に関する業務を行な

っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《高速道路対策課》 

職員数 課長を含め８名（内、兼任８名） 

県内及び県外の沿線市町と連携し、国、県等へ要望活動や、東海環状自動車道建設に伴う

排水路測量設計業務、公社関連業務等を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《建設課》 

職員数 課長を含め８名（内、兼任８名）  会計年度任用職員１名 

市単独事業(道路改良工事・河川維持改良工事)、道路除草事業、道路メンテナンス事業(橋

梁修繕工事他)、道路橋梁維持補修工事(側溝整備工事他)、社会資本整備総合交付金事業(道

路改良工事他)、防災・安全交付金事業(交通安全施設工事他)等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 水   道   部 】(企業会計) 

水道部における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実

施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。 

各課の職員数、業務及び所見は、次のとおりである。 

 

《水道総務課》 

職員数 部長及び次長兼課長を含め６名(内、兼務１名)  会計年度任用職員１名 

水道事業及び下水道事業の予算、決算、例月出納検査業務、水道事業(お客様センター)の

包括業務、上・下水道使用料の賦課、水道部の防災事業、北勢庁舎の管理等を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《水道工務課》 

職員数 課長を含め６名  会計年度任用職員１名 

水道施設の維持管理並びに新設及び更新工事、水道施設耐震化事業(大井田配水池から宇

賀配水池送水管布設工事他)、緊急時の漏水対応、水質検査、貯蔵品管理、量水器の取替え、

開発に伴う配水管布設協議及び審査、上水道台帳の整備等に関する業務を行っている。 
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共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《下水道課》 

職員数 課長を含め７名(内、兼務１名)  

下水道整備計画に関すること、公共ますの設置工事、汚水管渠布設工事、管路更生工事、

汚水管渠清掃業務、下水道ポンプ及び集排施設の修繕及び維持管理、下水道台帳の整備、宅

内排水設備に関すること、下水道区域外の合併浄化槽の設置及び維持管理補助事業、受益者

負担金の賦課等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 会   計   課 】 

 

会計課における予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照合検査を実施した

が、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。会計課の職員数、業務及び所見

は、次のとおりである。 

 

《会計課》 職員数 会計管理者及び次長兼課長を含め８名 

歳入全般、歳出全般、各種伝票の審査及び事務処理、支払事務、郵便局小切手振出し、資

金運用、決算の調整、財産管理(基金・債権・出捐金等)、源泉徴収、指定金融機関との調整、

口座振替、例月出納検査業務等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

 

【 教 育 委 員 会 事 務 局 】 

 

教育委員会事務局における各課の予算の執行、経理事務について、関係諸帳簿、書類の照

合検査を実施したが、おおむね良好に事務処理が行われていると認められた。各課の職員数、

業務及び所見は、次のとおりである。 

 

《教育総務課》 

職員数 部長及び課長を含め７名(内、育休者１名)  会計年度任用職員３名 

教育委員会の条例・規則・規程等の制定及び改廃、教育委員会施策の企画及び調整、教職

員の健康管理、学校給食及び学校給食センターの運営及び施設修繕、学校施設維持管理及び

修繕、三里小学校トイレ改修工事事業、放課後児童クラブ設計及び建築に関すること、学校

保健特別対策事業(新型コロナ対策)等に関する業務を行っている。 
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共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《学校教育課》 

職員数 教育監及び参事を含め１４名（内、参事は発達支援課長併任及び健康推進課兼任 

他兼任１名、併任４名） 教育研究所２名  会計年度任用職員１０３名 

指導主事業務、教職員の人事管理及び服務規律、教育内容・教育課程、教職員への指導助

言、就学援助、児童生徒の転出入、学校ＩＣＴ活用事業、小中一貫教育に関すること、放課

後児童クラブの運営、スクールカウンセラー、スクールバスの運行管理、小中学校の新型コ

ロナ対策等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《生涯学習課》 

職員数 参事及び課長を含め１０名、（内、参事は市民課次長兼藤原支所長併任、課長は

自然学習室長兼任、他兼任１名、派遣２名 市体育協会及び市芸術文化協会）、北勢図書館２

名、会計年度任用職員２７名 

生涯学習、文化振興、文化財保護支援、天然記念物保護、海洋センター事業、青少年健全

育成活動事業、地域文化振興事業、人権学習事業の振興及び実施、スポーツ事業の振興及び

施設維持管理及びイベントの新型コロナ対策等に関する業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《自然学習室》 

職員数 室長を含め３名（内、室長は生涯学習課長兼任、他兼任１名） 

 会計年度任用職員７名 

天然記念物保護、自然学習並びに藤原岳自然科学館、屋根のない学校の運営管理に関する

業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 

 

《国体推進室》 

職員数 事務局長及び室長含め１０名(内、兼任１名、育休者１名） 

本市での競技会開催に向けて諸準備を進めていた「三重とこわか国体」の中止決定後は、

競技会運営補助金の精算等の業務及び「三重とこわか国体いなべ市実行委員会」の精算業務

を行っている。 

また、「2021ＴＯＪいなべステージ」中止決定後は来年の「2022ＴＯＪいなべステージ」

開催に向けて業務を行っている。 

共通事項を除いては、特に述べることはない。 


